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平成 30 年度事業計画 

 

１．事業方針 

わが国の経済は、輸出の持ち直しを背景に生産が増加しているほか、雇用・所

得環境の改善を背景に消費も緩やかに回復している。世界経済の緩やかな回復

による輸出・生産の回復持続、雇用・所得環境の改善に加え、今後は経済対策の

効果が各方面に及んでくるとみられ、緩やかな成長持続が見込まれている。 

ただし、北朝鮮情勢の緊迫化、欧米の政治動向、中国の景気失速懸念といった

問題が深刻化すれば、金融市場の混乱を通じて世界経済が減速し、緩やかな景気

回復にも負の影響が及ぶとされている。 

 

社会保障制度においては、「一億総活躍社会」の実現に向けた一環として、幼

児教育の無償化や高等教育の負担軽減を柱に、介護人材確保へ向けた処遇改善、

待機児童解消のための受け皿整備を広げる「人づくり革命」に取り組み、子育て

世代の不安や経済的な負担を解消し、消費の拡大や経済成長につなげるとして

いる。 

 

県内の農業情勢においては、東日本大震災・原発事故から７年が経過し、復興

に向けて着実に前進しているものの、米・牛肉を中心に未だ風評が払拭されず、

農家経営は厳しい状況が続いている。食の安全安心確保対策や県産農畜産物の

ブランド回復対策として、県とともに第三者認証 GAPの取得日本一を目指して

取り組んでいる。 

 

このような中、当会は昨年に引き続き保険業法に基づき各種保険給付を行う

とともに、会員への更なるサービスの向上に努めるものとする。 

 また、共助会会員の福祉増進を図るため、ＰＥＴ検診助成給付金を継続実施し、

更なる利用促進を図るものとする。 

 

２．重点推進事項 

（１）認可特定保険業の安定的な運営 

（２）公益事業の継続実施 

（３）健康管理活動助成の継続実施 

（４）資金の効率的運用と資金運用計画の策定 

（５）コンプライアンスと内部統制の確立 

（６）業務システムの再構築 

（７）PET検診助成給付金の継続実施 

（８）共助会・退職互助の未加入者（未加入団体）への加入推進 
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平成30年度正味財産増減予算書

平成 30年4月1日から平成 31年3月31日まで （単位 ： 円）

科　　　　目 備　考

Ⅰ　一般正味財産増減の部       

 １．経常増減の部       

  (1) 経常収益       

　　① 基本財産運用益 [  1,000 ] [  1,000 ] [  0 ] 基本財産10,000,000円

　　② 特定資産運用益 [  19,300,000 ] [  19,480,000 ] [ ▲ 180,000 ] 定期預金1,304,675,000円・有価証券2,710,000,000円

　　③ 保険料収益 [  447,800,000 ] [  444,700,000 ] [  3,100,000 ] 現職会員の保険料・預り金からの振替額

　　④ 雑収益 [  26,000 ] [  35,000 ] [ ▲ 9,000 ]

　　　　　　受取利息   1,000  10,000  ▲ 9,000 預金利息

　　　　　　雑収益   25,000  25,000   0

　　⑤ 戻入額 (  1,584,200,000 ) (  1,642,440,000 ) ( ▲ 58,240,000 )

　　　        引当金戻入額 [  0 ] [  0 ] [  0 ]

　　           支払備金戻入額 [  72,260,000 ] [  76,680,000 ] [ ▲ 4,420,000 ] （注1）

　　           責任準備金戻入額 [  1,511,940,000 ] [  1,565,760,000 ] [ ▲ 53,820,000 ] （注2）

        経常収益計   2,051,327,000    2,106,656,000   ▲ 55,329,000  

  (2) 経常費用       

　　① 事業費 [  2,042,570,000 ] [  2,095,880,000 ] [ ▲ 53,310,000 ]

　　　　　給付金 (  355,800,000 ) (  352,500,000 ) (  3,300,000 )

　　　　　　医療給付金   345,200,000  341,900,000   3,300,000 共助会・退職互助契約者会員への医療費

　　　　　　脱退給付金  2,000,000  2,000,000   0 旧共助会制度脱退時の給付金

　　　　　　解約返戻金   500,000  500,000   0 退職互助医療保険解約時の解約返戻金

　　　　　　結婚給付金   2,500,000  2,500,000   0 ＠20,000×125名

　　　　　　出産給付金   4,200,000  4,200,000   0 ＠20,000×210名

　　　　　　療養給付金   300,000  300,000   0 ＠10,000×30名

　　　　　　死亡給付金   500,000  500,000   0 共助会契約者会員等死亡時の給付金

　　　　　　香典  600,000  600,000  0 退職互助契約者会員等死亡時の給付金

　　　　　保健活動費 (  46,500,000 ) (  46,500,000 ) (  0 )

　　　　　　健康管理活動助成   40,500,000  40,500,000   0 検診料の助成（一般検診・人間ドック）・職員連盟助成金

　　　　　　PET検診助成給付金   6,000,000  6,000,000   0 ＠30,000×200名

　　　　　公益事業費 (  3,600,000 ) (  3,600,000 ) (  0 )

　　　　　　支払助成金   3,600,000  3,600,000   0 医師・看護師養成事業への助成

　　　　　事業管理費 (  52,470,000 ) (  50,840,000 ) (  1,630,000 )

　　　　　　役員報酬   1,400,000  2,120,000  ▲ 720,000 理事・監事・評議員報酬

　　　　　　給与手当   22,000,000  21,400,000   600,000 職員給料・諸手当

　　　　　　退職給付費用   1,910,000  2,000,000  ▲ 90,000 退職給付引当金繰入額

　　　　　　福利厚生費   4,360,000  4,260,000   100,000 健康保険、厚生年金他

　　　　　　会議費   1,200,000  1,200,000   0 理事会・評議員会他

　　　　　　旅費交通費   1,060,000  1,060,000   0 役職員旅費

　　　　　　通信運搬費   3,320,000  3,320,000   0 為替手数料・給付金振込手数料他

　　　　　　減価償却費  4,310,000  2,570,000  1,740,000 業務システム減価償却費

　　　　　　消耗什器備品費   2,730,000  2,730,000   0 コピー機利用料・機関誌・チラシ等印刷代他

　　　　　　賃借料   3,420,000  3,420,000   0 事務所賃借料他

　　　　　　保険料   310,000  310,000   0 個人情報保険他

　　　　　　委託費   5,590,000  5,590,000   0 保険計理人報酬・電算利用料他

　　　　　　雑費   860,000  860,000   0 新聞・雑誌等

　　　　　繰入額 (  1,584,200,000 ) (  1,642,440,000 ) ( ▲ 58,240,000 )

　　　　　　引当金繰入額  0  0  0

　　　　　　支払備金繰入額  72,260,000  76,680,000 ▲ 4,420,000 （注1）

　　　　　　責任準備金繰入額  1,511,940,000  1,565,760,000 ▲ 53,820,000 （注2）

当年度 前年度 増　減

 ２



（単位 ： 円）

科　　　　目 備　考

　　② 管理費 [  7,570,000 ] [  7,420,000 ] [  150,000 ] 法人運営や共通経費として総額の一定割合を計上

　　　　　　役員報酬  220,000  330,000 ▲ 110,000

　　　　　　給与手当  3,300,000  3,300,000  0

　　　　　　退職給付費用  290,000  290,000  0

　　　　　　福利厚生費  640,000  640,000  0

　　　　　　会議費  160,000  160,000  0

　　　　　　旅費交通費  190,000  190,000  0

　　　　　　通信運搬費  340,000  340,000  0

　　　　　　減価償却費  650,000  390,000  260,000

　　　　　　消耗什器備品費  270,000  270,000  0

　　　　　　賃借料  520,000  520,000  0

　　　　　　保険料  40,000  40,000  0

　　　　　　委託費  830,000  830,000  0

　　　　　　雑費  120,000  120,000  0

        経常費用計   2,050,140,000    2,103,300,000   ▲ 53,160,000  

        当期経常増減額   1,187,000    3,356,000   ▲ 2,169,000  

 ２．経常外増減の部       

  (1) 経常外収益       

        経常外収益計   0    0    0  

　(2) 経常外費用       

        経常外費用計   0    0    0  

        当期経常外増減額   0    0    0  

　　　他会計振替額   0    0    0  

　　　　当期一般正味財産増減額   1,187,000    3,356,000   ▲ 2,169,000  

　　　　一般正味財産期首残高  763,305,822    685,030,044    78,275,778  

　　　　一般正味財産期末残高   764,492,822    688,386,044    76,106,778  

Ⅱ　指定正味財産増減の部       

　　　　当期指定正味財産増減額   0    0    0  

　　　　指定正味財産期首残高   0    0    0  

　　　　指定正味財産期末残高   0    0    0  

Ⅲ　正味財産期末残高   764,492,822    688,386,044    76,106,778  

前年度 増　減当年度

（注1）支払備金戻入・繰入：前年度末における契約者会員の既発生未報告支払保険金の額。

（注2）責任準備金等戻入・繰入：前年度末における契約者会員の保険料積立金と異常危険準備金の額。

 ３



平成30年度正味財産増減予算書内訳表

平成 30年4月1日から平成 31年3月31日まで
（単位　：　円）

その他会計

共助会 退職互助 小計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　（１）経常収益

　　① 基本財産運用益 ( 1,000 ) ( 1,000 )

　　② 特定資産運用益 ( 100,000 ) ( 6,800,000 ) ( 6,900,000 ) ( 12,400,000 ) ( 19,300,000 )

　　③ 保険料収益 ( 317,100,000 ) ( 130,700,000 ) 447,800,000 ) 447,800,000 )

　　④ 雑収益 ( 400 ) ( 25,300 ) ( 25,700 ) ( 300 ) ( 26,000 )

　　     　　受取利息 400 300 700 300 1,000

　　     　　雑収益 25,000 25,000 25,000

　　⑤ 戻入額 ( 123,540,000 ) ( 1,460,660,000 ) ( 1,584,200,000 ) ( 1,584,200,000 )

　　　        引当金戻入額

　　           支払備金戻入額 46,730,000 25,530,000 72,260,000 72,260,000

　　           責任準備金戻入額 76,810,000 1,435,130,000 1,511,940,000 1,511,940,000

  　　　経常収益計 440,740,400 1,598,185,300 2,038,925,700 12,401,300 2,051,327,000

　（２）経常費用

　　① 事業費

　　     　給付金 ( 240,000,000 ) ( 115,200,000 ) ( 355,200,000 ) ( 600,000 ) ( 355,800,000 )

　　     　　医療給付金 230,500,000 114,700,000 345,200,000 345,200,000

　　     　　脱退給付金 2,000,000 2,000,000 2,000,000

　　     　　解約返戻金 500,000 500,000 500,000

　　     　　結婚給付金 2,500,000 2,500,000 2,500,000

　　     　　出産給付金 4,200,000 4,200,000 4,200,000

　　     　　療養給付金 300,000 300,000 300,000

　　     　　死亡給付金 500,000 500,000 500,000

　　     　　香典 600,000 600,000

　　     　保健活動費 ( 46,500,000 ) ( 46,500,000 ) ( 46,500,000 )

　　     　　健康管理活動助成 40,500,000 40,500,000 40,500,000

　　     　　PET検診助成給付金 6,000,000 6,000,000 6,000,000

　　     　公益事業費 ( 3,600,000 ) 3,600,000

　　     　　支払助成金 3,600,000 3,600,000

　　     　事業管理費 ( 4,680,000 ) ( 26,900,000 ) ( 20,890,000 ) ( 47,790,000 ) ( 52,470,000 )

　　     　　役員報酬 130,000 740,000 530,000 1,270,000 1,400,000

　　     　　給与手当 2,020,000 11,680,000 8,300,000 19,980,000 22,000,000

　　　　　  退職給付費用 180,000 1,010,000 720,000 1,730,000 1,910,000

　　     　　福利厚生費 400,000 2,360,000 1,600,000 3,960,000 4,360,000

　　     　　会議費 100,000 650,000 450,000 1,100,000 1,200,000

　　     　　旅費交通費 100,000 550,000 410,000 960,000 1,060,000

　　     　　通信運搬費 220,000 1,230,000 1,870,000 3,100,000 3,320,000

　　     　　減価償却費 390,000 2,280,000 1,640,000 3,920,000 4,310,000

　　     　　消耗什器備品費 190,000 1,030,000 1,510,000 2,540,000 2,730,000

　　     　　賃借料 320,000 1,800,000 1,300,000 3,100,000 3,420,000

　　     　　保険料 30,000 160,000 120,000 280,000 310,000

　　     　　委託費 520,000 2,950,000 2,120,000 5,070,000 5,590,000

　　     　　雑費 80,000 460,000 320,000 780,000 860,000

　　　　　繰入額 ( 123,540,000 ) ( 1,460,660,000 ) ( 1,584,200,000 ) ( 1,584,200,000 )

　　     　　引当金繰入額 0 0

　　     　　支払備金繰入額 46,730,000 25,530,000 72,260,000 72,260,000

　　     　　責任準備金繰入額 76,810,000 1,435,130,000 1,511,940,000 1,511,940,000

科　　　目 法人会計 合　　　計

実施事業等

会　　　計

 ４



（単位　：　円）

その他会計

共助会 退職互助 小計

　　② 管理費 ( 7,570,000 ) ( 7,570,000 )

　　　　　役員報酬 220,000 220,000

　　     　給与手当 3,300,000 3,300,000

　　　　　退職給付費用 290,000 290,000

　　     　福利厚生費 640,000 640,000

　　     　会議費 160,000 160,000

　　     　旅費交通費 190,000 190,000

　　     　通信運搬費 340,000 340,000

　　     　減価償却費 650,000 650,000

　　     　消耗什器備品費 270,000 270,000

　　     　賃借料 520,000 520,000

　　     　保険料 40,000 40,000

　　     　委託費 830,000 830,000

　　     　雑費 120,000 120,000

  　　　経常費用計 8,280,000 436,940,000 1,596,750,000 2,033,690,000 8,170,000 2,050,140,000

  　　　当期経常増減額 ▲ 8,280,000 3,800,400 1,435,300 5,235,700 4,231,300 1,187,000

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

        経常外収益計 0 0 0 0 0 0

（２）経常外費用

        経常外費用計 0 0 0 0 0 0

        当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0

　　他会計振替額

当期一般正味財産増減額 ▲ 8,280,000 3,800,400 1,435,300 5,235,700 4,231,300 1,187,000

　　一般正味財産期首残高 0 59,370,341 282,382,514 341,752,855 421,552,967 763,305,822

　　一般正味財産期末残高 ▲ 8,280,000 63,170,741 283,817,814 346,988,555 425,784,267 764,492,822

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0

　　指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0 0

　　指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 ▲ 8,280,000 63,170,741 283,817,814 346,988,555 425,784,267 764,492,822

科　　　目

実施事業等

会　　　計 法人会計 合　　　計

 ５


